
自治振興交付金についての課題、改善点 等 

  

【自治振興会役員や地域市民センター職員等からの聞き取り】 

①基礎交付金 

●防犯灯や消防機材等、基礎交付金だけでは整備できず、事業加算金を使っている振興会もある。 

●基礎交付金は、敬老事業に割り当てた残りをその他事業に当てているが、年々敬老事業分が増加して

いるためその他事業分を圧迫している。 

●防犯灯事業について、区ごとに設置数に差があり、管理面やＬＥＤ化でも統一できていない。 

また、消防機材も区により差がある。 

  

②区活動交付金  

●自治振興会等規則別表 4(第 7 条関係）区長協力事務費及び区活動費均等割額について、括弧書き

で「信楽地域のみ 10,000 円に旧来の慣習の地域の数を乗じて得た額を加算する。」とあるが、市内一

円同じ取り扱いをするべき。 

●世帯数が少ない区と多い区で金額にかなりの開きがあり、小規模な区では必要な金額を確保すること

が難しい。 

  

③事務加算金 

●現状の金額では役員手当と常駐のる事務局員賃金を賄うには不足する場合がある。 

●事務員を雇わなかったり（役員が事務する等）、短時間雇用により、事務加算金を事業に充当するケー

スや繰り越ししている振興会が見受けられる。 

●事務局員の報酬額を抑えると、適切な人材を確保できない。 

●自治振興会の役員に報酬を払っている振興会と払っていない振興会があり、役員の対象範囲も異なり、

自治振興会として均一な扱いとなっていない。 

  

④事業加算金 

●現在、多くの事業を実施しており、事業費が不足している。 

●事業加算金を使い切る為に必要以上の経費をかけた事業を実施している振興会が見られる。 

●年度末が近づくと事業加算金の駆け込み支出が見られる。 

●現行の配分率を堅持してほしい。自治振興交付金については、総額が決定しているので、現行の各交

付金割合を変更すると、事業実施に影響が出ることが考えられる。 

また、大きな自治振興会と小さな自治振興会との間で交付金の取り合いとなってしまうこととなる。 

●人口割や世帯数割を算定の基礎に盛り込まれると、どうしても人口の少ないところの交付金が少なくな

る。その反面、地域で管理している土地や増加していく休耕地の対策等も考えていかなくてはならない

ので、面積割も必要ではないか。 

 

⑤その他 

●繰越金の繰越限度額等の定めがない。 

●各交付金の使途についての手順書の規制緩和を図ってほしい。 

●振興会の裁量で判断するのでなく、細部まで明確な決まりが必要。 

●区・自治会等から分担金や負担金を徴収している振興会も見られる。 

●特別会計のある振興会も見られる。 

●振込の時期が６月末～７月中頃となると、翌年度当初の経費（事務員賃金、機器等リース料、光熱費、

通信運搬費、保険料、総会経費等）の支払いに支障を来す場合がある。 



 

【検討いただきたい内容】 

①基礎交付金 

●基礎交付金は、各区を対象とした事業補助金を概ね小学校区単位で効率よく事業実施してもらえる

よう交付金化したものであるが、防犯灯補助や敬老会事業にかかる事業費の増加に伴い、不足分は

事業加算金で充当する必要性が強まってきている。基礎交付金の配分総額を上げ事業加算金の配

分総額を減額する方法やもしくは基礎交付金にかかる事業を事業加算金に合体させる方法などに

ついて。 

●緊急性の高い対象事業となるものとして消防機材の購入があるが、交付金取り扱いの中で、備品購

入は事業加算金の２割もしくは５０万円の内いずれか高い方の額を限度と枠制限を設けており、計画

的に積み立てして対応することとしている。しかし、それ以上の額が必要となる場合には、緊急性の

高い事業について特例を認めるかどうかについて。 

  

②区活動交付金 

   ●区活動交付金については、合併前の取り扱いを踏襲し、区・自治会への活動助成金を世帯割で算

出するとともに、区長・自治会長の活動手当的な位置づけで交付している。大規模な区・自治会にお

いては区・自治会事業の補填として十分に活用されているが、小規模な区・自治会ではわずかな額

となっている現状について。 

   ●自治振興会と区・自治会に対し、それぞれ行政支援をしている状況であり、自治振興会一本に集約

することについて。  

 

③事務加算金 

●事務加算金に関しては、賃金や手当の枠を均一に取り扱ってきており、事務局員及び役員の賃金・

報酬として、事務等の経費として活用していただくことになっている。実態として、事務局員を雇用し

ている振興会と雇用していない振興会、役員報酬を支出している振興会と支出していない振興会、

事務加算金内で賄っている振興会と賄えない振興会など、統一化、均一化していない状況にあるこ

とについて。 

●役員の後継者の問題も出ており、事務局員に合わせ役員報酬を各自治振興会で統一して支出して

いただくことについて。 

  

④事業加算金 

●事業加算金に関しては、事業実施そのものに温度差が生じており、本来の目的とする地域課題解決

に向けた事業であっても、イベント性の高い事業への支出が多いと思われる。今後地域カルテによる

地域課題の把握に取り組むが、地域カルテが作成されたあかつきには、地域課題解決に向けた事

業が本格的に街全体で取り組まれることを想定した配分方法が必要ではないかということについて。

例えば、提案・審査方式や申請方式等により、事業計画の熟度や取り組みに対する熱意などを判断

材料とするなど。 


